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富山県障害者計画（第５次）（素案）の概要

現計画期間の成果と課題、障害者の現状、国の障害者施策に加え、「元気とやま創造計画」、「富山県民福祉計画（第３次改訂版）」

や国の障害者基本計画（第５次）などを踏まえ、本県における障害者施策の一層の推進を図るため、その基本となる計画を策定する。

１ 計画の趣旨

３ 計画の期間：２０２４年度～２０２９年度〔６年間〕

① 障害者基本法に基づく富山県の障害者計画 ⑤障害者文化芸術推進法に基づく「障害者による

② 市町村が市町村の障害者施策を推進するうえで、その基本的方向を示した計画 文化芸術活動の推進に関する計画」

③ 障害のある人を含む県民、事業者、福祉団体等の協働指針となる計画 ⑥読書バリアフリー法に基づく「視覚障害者等の

④ 「元気とやま総合計画」、「富山県民福祉基本計画（第３次改訂版）」の個別計画 読書環境の整備の推進に関する計画」

２ 計画の性格・位置付け

Ⅰ 計画の基本的な考え方 Ⅱ 計画の内容

１ 障害保健福祉圏域 ４圏域(富山、高岡、新川、砺波)
２ 施策の推進体制 幅広い分野での連携 国・市町村、障害者団体、NPO・企業等民間団体との連携
３ 計画の進行管理 障害者施策推進協議会に進捗状況等を適宜報告

Ⅲ 計画の推進体制

地域の資源を活かしながら、住民相互が包括的に支え合うことにより、年齢や障害の有無等にかかわらず、誰もが安心・幸

せを感じる“ウェルビーイング”を目指す「とやま型地域共生社会」の実現を目指します。

４ 基本理念

身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁に

より継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの。

５ 障害者の概念

１ 障害者本人の自己決定を尊重する

６ 基本的視点

２ 障害者等の自立を支援し、社会参加を促進する

３ 障害者本位の総合的で切れ目のない横断的な支援を展開する

４ 障害の特性に応じたきめ細かな支援を実施する

５ ハード・ソフト両面にわたる社会のバリアフリー化を推進する

４
つ
の
基
本
項
目

１障害及び障害のある人に対する理解の促進
(１)啓発・広報活動の推進 （３）地域での交流の促進と県民の参加
(２)福祉教育の推進 (４)ボランティア活動の推進

２差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止
(１)障害を理由とする差別の解消 (２)権利擁護の推進及び虐待の防止

３コミュニケーション支援体制の確立
(１)情報バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進
(２)情報アクセシビリティの向上 (３)意思疎通支援の充実

４住みよい生活環境の整備
(１)暮らしやすい住まいの整備 (３)利用しやすい交通、移動手段の整備
(２)人にやさしいまちづくりの整備(４)ユニバーサルデザインの普及

５安心して暮らせるまちづくりの推進
(１)交通安全対策の充実 （４）感染症対策の推進
(２)防災対策の推進 （５）消費者トラブルの防止
(３)防犯対策の推進

Ⅰとやま型地域共生社会を実現する社会基盤・生活環境の整備

１相談支援体制の整備
(１)意思決定の尊重及び意思決定の支援
(２)地域における相談支援体制の充実
(３)専門的な相談支援体制の充実

２地域生活を支援する障害福祉サービスの充実
(１)在宅ｻｰﾋﾞｽ等の充実 (２)障害特性等への対応

３障害者施設の整備の方向と施設機能の充実・活用
(１)施設整備の基本的な考え方
(２)施設機能の充実と地域生活支援への活用

４質の高い障害福祉サービスの提供
(１)障害福祉サービスの質の向上 (２)障害福祉人材の育成・確保

Ⅲ 個々のニーズに応じた障害福祉サービスの充実

１障害のある子どもの教育・育成の充実
(１)インクルーシブ教育システムの構築のための特別支援教育の推進
(２)一貫した教育相談体制と生涯学習 (３)地域療育体制の整備

２雇用・就労の促進
(１)障害者雇用の促進、就労支援
(２)一般就労が困難な障害者に対する支援

３社会参加活動の推進
(１)スポーツ活動の振興 (３)社会参加促進事業の推進
(２)文化芸術活動等の振興

Ⅳ個性を尊重し社会参加を促進する支援の充実

１保健・医療施策の充実
(１)障害の原因となる疾病の予防・早期発見 (４)精神保健・医療施策の推進
(２)保健・医療体制の充実 (５)保健・医療を支える人材の育成・確保
(３)リハビリテーション提供体制の充実

Ⅱ質の高い保健・医療体制の確立



富山県虐待通報窓口について 

 

１ 障害者虐待防止について 

 障害者の尊厳を守り、障害者の自立と社会参加の促進のため、障害者に対する虐待の未然防止、早期

発見、虐待を受けた障害者の保護、自立支援などを行う、「障害者虐待防止法」が、平成２４年１０月

１日から施行されました。 

 

障害者虐待にあたる行為 

身体的虐待 暴力等により、身体に傷やあざ、痛みを与える行為。また、身体を縛りつけたり、

過剰な投薬によって身体の動きを抑制する行為。 

性的虐待 本人が同意していない性的な行為やその強要をすること 

心理的虐待 脅したり、侮辱する言葉や態度、嫌がらせなどによって精神的に苦痛を与えること 

放棄・放任 

(ネグレクト) 

食事や排せつ、入浴、洗濯など身辺の世話や介助をせず、身体・精神状態を衰弱さ

せること 

経済的虐待 本人の同意なしに、財産や年金、賃金を使うこと。また、理由なく金銭を与えない

こと 

 

障害者虐待の種類 内容 相談・通報窓口 

養護者による虐待 身辺の世話や身体介助、金銭の管理な

どを行っている家族、親族、同居人等

による虐待 

市町村障害者虐待防止センター 

 

障害者福祉施設従事者等

による虐待 

障害者福祉施設や障害福祉サービス事

業所で働く職員による虐待 

市町村障害者虐待防止センター 

 

使用者による虐待 障害者を雇用する事業主等による虐待 市町村障害者虐待防止センター

又は富山県障害者権利擁護セン

ター 

 

２ 相談・通報窓口 

【富山県障害者権利擁護センター】 (富山県厚生部障害福祉課内） 

TEL 076-444-3959（平日 8:30～17:00）、080-8695-3726（休日・夜間） 

FAX 076-444-3494 

E-mail ml-shogaikenri＠pref.toyama.lg.jp 

  



ヘルプカードに関する問合せ先：富山県厚生部障害福祉課（相談室）電話 ０７６－４４４－３９５９

ＦＡＸ ０７６－４４４－３４９４

障害のある方には、自ら「困った」となかなか伝えられなかったり、そもそも「困ってい
る」ことを自覚できなかったりする場合があります。

ヘルプカードは、障害のある方が普段から身につけておくことで、緊急時や災害時、困っ
た際に、周りの方に支援を求めるきっかけをつくるカードです。

〇ヘルプカードとは…

ヘルプカードを提示されたら、

記載内容に沿って支援をお願いします。

〇記載内容

〇対象となる方

身体、知的、精神の障害のある方（難病を含む）※障害者手帳の有無を問いません。

障害特性や必要とする支援内容、緊急連絡先など

〇ヘルプカードの使い方

住所や連絡先、手助けしてほしいことなどを、個人情報の保護に留意して記入し、普段
から持ち歩きます。

災害時や緊急時、日常生活の中で困ったときなど、周囲の方に手助けを求めたいときな
どに、このヘルプカードを周囲に示して、手助けを求めることができます。

〇主な活用場面

《災害のとき》 災害が発生し、避難が必要なとき

避難生活で適切な支援を受けたいとき

《緊急のとき》 道に迷ってしまったとき

パニックや発作、病気のとき

《日常生活》 ちょっとした手助けが必要なとき

©富山県



令和5 年1 0 月1 6 日(月)から

障害者差別に関する 相談窓口の試行事業

令和5 年1 0 月1 6 日(月)から

障害者差別に関する 相談窓口の試行事業

令和5 年1 0 月1 6 日(月)から

障害者差別に関する 相談窓口の試行事業

本事業の相談窓口は、障害者差別解消法に関する ご 相談を

適切な相談機関と 調整し 、取り 次ぎし ま す

本事業の相談窓口は、障害者差別解消法に関する ご 相談を

適切な相談機関と 調整し 、取り 次ぎし ま す

本事業の相談窓口は、障害者差別解消法に関する ご 相談を

適切な相談機関と 調整し 、取り 次ぎし ま す

「 つなぐ 窓口」 がス タ ート ！「 つなぐ 窓口」 がス タ ート ！「 つなぐ 窓口」 がス タ ート ！

●事業に関する お問い合わせ ●障害を 理由と する 差別に関する 試行相談窓口

内閣府政策統括官

（ 政策調整担当）付

障害者施策担当

住所： 〒1 0 0 -8 9 1 4  東京都千代田区永田町 1 -6 -1 　

　 　 　 中央合同庁舎 8 号館

●試行期間： 令和５ 年10 月16 日～令和７ 年3 月下旬

●連絡先

電話相談 : 0 1 2 0 -2 6 2 -7 0 1

10 :0 0 -17 :0 0  週 7 日（ 祝日・ 年末年始除く ）

メ ール相談 :

in f o ＠m a il .s a b e ka i-t s u n a g u .g o .j p

その他のご連絡：

sa b e t s u -ka is yo @ n t t d a t a -s t ra t e g y.c o m

●調査受託事業者： 株式会社 NTT データ 経営研究所

●コ ールセンタ ー運営事業者： 株式会社 AI サポート

電話： 0 3 -5 2 5 3 -2 1 1 1 　

フ ァ ッ ク ス ： 0 3 -3 5 8 1 -0 9 0 2

ホームページ：

http s://w w w 8 .ca o .go .j p /sho uga i/ind e x.h tm l お気軽にご 相談く ださ い！

相談者

障
害
者

お住ま いの地域や事業を営んでいる 地域の自治体、 各府省庁等に直接、 質問・ 相談

が可能です。

自治体・ 各府省庁等の相談窓口

■ 障害を 理由と する 差別に関する 相談窓口 ■

■ こ んな 方におス ス メ ！ ■

1

1

障害者差別解消法に関する 質問に対する 回答や相談事案を 適切な自治体・ 各府省

庁等の相談窓口につなげる 窓口を試行的に設置し ま す。

「 つな ぐ 窓口」（ 本事業）2

2

※自治体から の相談も 各府省庁等と 調整し 、 取り 次ぎし ま す 調整・ 取次※

N e w！

 自治体・ 各府省庁等の相談窓口
お住ま いの地域、 事業を営んでいる 地域の自治体や各府省庁等が相談窓口を 設置していま す。

自治体・ 各府省庁等の相談窓口では、 障害を 理由と する 差別に関する 相談や、 事案終結に向けた関係機関と の調

整を行っていま す。

   「 つな ぐ 窓口」（ 本事業）
障害者差別解消法に関する 質問に回答する こ と 及び障害を 理由と する 差別に関する 相談を 適切な自治体・ 各府省

庁等の相談窓口に円滑につなげる ための調整・ 取次を行う こ と を目的に、 令和 5 年 10 月から 令和 7 年 3 月ま で、

試行的に設置し ま す。

●ど こ の 相談窓口に相談すれば良い か 分から な い 。

●過去に相談をし た 際に、 相談先から 別の 相談先を 紹介さ れる こ と が 繰り 返さ れて 、 結局相談でき な かった 。

●平日は学校・ 仕事で 今ま で 相談ができ な かった が 、 ま ずは話を 聞いて みた い 。

●障害が あ る ので 、 お店に配慮やお願いし た いこ と が あ る が 、 ど う すれば良い か 分から な い 。

●障害を お持ち の 方への 合理的配慮の 提供について 、 何を すれば良い か 分から な い 。 等

事
業
者

mailto:sabetsu-kaisyo@nttdata-strategy.com
https://www8.cao.go.jp/shougai/index.html


■ 「 つな ぐ 窓口」 によ る 相談対応の基本的な 流れ ■
「 つなぐ 窓口」 で相談を 受け付け た 後、「 つなぐ 窓口」 で 適切な自治体・ 各府省庁等の相談窓口と 調整を 行い、

事案の取次を行いま す。 取次が済み次第、 相談者へ取次先の相談窓口の情報を 連絡し ま す。

相談者が、 取次を 受けた自治体・ 各府省庁等の相談窓口に連絡を 行う と 、 その後は自治体・ 各府省庁等の相談

窓口が取り 次がれた相談内容を踏ま えて、 事実確認や事案解決に向けた調整を行いま す。

※本事業の「 つなぐ 窓口」 と 自治体・ 各府省庁等の相談窓口は連携し て、 障害者に対する 差別の解消に向け、 公正・

中立な 立場で、 障害者・ 事業者双方の 間に立ち 、 両者の相互理解や建設的対話を 促し な がら 、 事案の解決に努め、

共生社会の実現を目指し ま す。

障害者差別解消法について

「 つなぐ 窓口」 ( 本事業 )

相
談
者 相
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自治体・ 各府省庁等の相談窓口
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事
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法の考え方

参考情報

障害者の活動を 制限し 、 社会への参加を

制約し て いる 社会的障壁（ バリ ア） を 取

り 除く こ と が重要と の考え 方の下、 法は、

障害者に対する 「 不当な 差別的取扱い」

と 「 合理的配慮の不提供」 を 差別と 規定

し 、 行政機関等及び事業者に対し て、 差

別の解消に向けた 具体的取組を 求めてい

ま す。（ 詳細な内容は参考情報を 参照）

※令和６ 年４ 月から 事業者によ る 障害者へ

の合理的配慮の提供が義務化さ れま す。

障害者差別解消法の対象

障害者手帳をお持ちの方に限り ま せん。 社会的障壁に

より 多く の制限を 受けている 全ての方が対象です。

教育、 医療、 福祉、 公共交通等、 全般的に対象と な

り ま す。 ただし 、 雇用、 就業関係は対象外と なり ま す。

商業その他の事業を 行う 企業や団体、 店舗等であり 、

同じ サービ スを反復継続している も のを 表し ま す。

営利 / 非営利、 個人 / 法人は問いま せん。

※「 事業者」 に該当する も の（ 一例）

株式会社、 社団法人、 N PO 、 医療機関、 教育機関、

個人のボラ ン ティ ア活動等

リ ーフレット は以下の Q R コ ード から ダウ ンロ ード 可能です。

障害者差別に関する 相談窓口の

試行事業「 つなぐ 窓口」 が

スタ ート し ま す！

令和６ 年４ 月１ 日から

合理的配慮の提供が

義務化さ れま す！

障害者

事業者

分　 野

本事業で取り 扱う 個人情報について

本事業では、障害を理由と する 差別に関する 相談を適切な機関に取り 次ぐ ために、相談者の氏名や性別、お住いの地域、

ご 連絡先、 障害の種別、 差別と 思われる 事案の概要等を 伺いま す。 伺った情報はご 本人の同意に基づき 記録を行い、

ご 本人の同意の上で、 取次先の自治体や国に提供いたし ま す。 ま た、 個人が特定さ れないよ う 概略化し た上で集計を

行い、 今後の障害を 理由と する 差別の解消に向けた 施策の立案に活用いたし ま す。 個人が特定さ れる 情報が外部に

公開・ 共有さ れる こ と はございま せん。

個人情報は、 調査受託者である N TT データ 経営研究所の監督の下、 コ ールセンタ ーを 運営する 株式会社 AI サポート

にて管理を行いま す。

N TT データ 経営研究所： プラ イバシーポリ シー :

（  h t t p s ://w w w .n t t d a t a -s t ra t e g y.c o m /in f o rm a t io n /p o l ic y/ ）

調整・ 取次

https://www.nttdata-strategy.com/information/policy/


障 第 5 9 3 号 

令和５年 12 月 12 日 

 

各指定障害福祉サービス事業所等運営法人 御中 

 （富山市指定事業所を除く） 

 

富 山 県 厚 生 部 障 害 福 祉 課 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

サービス管理責任者等研修制度の改正について 

 

日頃より、本県障害福祉施策の推進にご理解とご協力を賜り、厚く御礼申しあげます。 

先般、こども家庭庁及び厚生労働省からサービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者

（以下、「サービス管理責任者等」という。）に関する告示の改正について通知がありました

のでご連絡します。 

なお、例外的に「６月以上」の実務経験（OJT）で実践研修を受講する際の指定権者への届出

方法について、下記のとおりとしますので、ご確認いただきますようお願いします。 

 

記 

 

１ サービス管理責任者等実践研修の受講に係る実務経験について 

 

基礎研修修了後に実践研修を受講するために必要な実務経験（OJT）について、原則は「２年

以上」ですが、下記の要件を充足した場合には例外的に「６月以上」の期間で受講が可能（以

下、「例外措置」という。）となります。 

 

【例外措置に係る要件】（①～③を全て満たす必要あり） 

① 基礎研修受講開始時にすでにサービス管理責任者等の配置に係る実務経験要件（相談支援

業務又は直接支援業務３～８年）を満たしている。 

② 障害福祉サービス事業所等において、個別支援計画作成の業務に従事する。 

㋐サービス管理責任者等が配置されている事業所において、個別支援計画の原案作成まで

の一連の業務（※）を行う 

㋑やむを得ない事由によりサービス管理責任者を欠いている事業所において、サービス管

理責任者等とみなして従事し、個別支援計画の作成の一連の業務を行う 

③ 上記業務に従事することについて、指定権者に届出を行う。 

 

※ 個別支援計画の原案作成までの一連の業務とは、サービス管理責任者等のもとで個別支

援計画の原案の作成までの一連の業務（利用者へ面接のうえアセスメントを実施、個別支援



計画の原案を作成、サービス管理責任者等が開催する個別支援計画の作成に係る会議への参

画（モニタリング含む））（以下、「個別支援計画の作成の業務」という。）を行うことを

いいます。なお、個別支援計画の作成の業務は少なくとも概ね計 10 回以上行うことを基本

とします。 

 

２ 例外措置を適用する場合の指定権者への届出方法 

 

 実践研修の受講開始までに、別紙様式「個別支援計画作成業務従事者届出書」を指定権者

へ届け出てください。なお、指定権者ごとに届出先が異なりますのでご注意ください。 

 

事業所所在地 指定権者（届出先） 

富山市以外 富山県（障害福祉課） 

富山市 富山市（障害福祉課、こども健康課） 

 

３ 指定権者から研修実施機関への情報提供について 

  

例外措置の適用により実践研修の受講申込をしている方については、指定権者から研修実施

機関に必要な情報を提供しますので、ご承知おきください。 

 

 

４ サービス管理責任者等がやむを得ない事由により欠如する場合の措置について 

 

やむを得ない事由によりサービス管理責任者等を欠いた事業所について、現行制度上、欠如

した日から１年間、実務経験を有する者をサービス管理責任者等としてみなし配置可能ですが、

これに加え、当該者が一定の要件を満たした場合については、実践研修を修了するまでの間（最

長で欠如から２年間）サービス管理責任者等としてみなし配置可能とします。 

 

【要 件】（①～③を全て満たす必要あり） 

① 実務経験要件（相談支援業務又は直接支援業務３～８年）を満たしている。 

② サービス管理責任者等が欠如した時点ですでに基礎研修を修了済みである。 

③サービス管理責任者等が欠如する以前からサービス管理責任者等以外の職員として当該事

業所に配置されている。 

 

県に実務経験者をサービス管理責任者等とみなして配置する旨を届け出る場合は、届出の前

に、サービス管理責任者等が欠如する理由が、やむを得ない事由によるものか事前に県へ相談

のうえ、通常のサービス管理責任者等の届出時と同様の書類に加え、やむを得ない事由により

サービス管理責任者等が欠如したため実務経験者をみなし配置する旨を記載した「理由書」を



添付して届け出てください。 

 

５ 例外措置の適用に係る留意事項 

・届出書記載内容に相違がないことを確認するとともに、記載内容（個別支援計画作成業務へ

の従事）を証明する資料を適切に保管し、県から求めがあった場合には、速やかに確認資料等

を提出してください。届出内容に虚偽記載等の不正があった場合は、介護給付費の返還や事

業所の指定取消となる場合があります。 

・届出書の提出をもって、障害福祉サービス事業所等においてサービス管理責任者等として配

置する際の実務経験要件を満たしていることを保証するものではありません。障害福祉サー

ビス事業所等においては、実際にサービス管理責任者等として配置する際に実務経験要件が

満たされていないと判明するといったことがないように、職員の実務経験等の把握を適切に

行ってください。 

・届出書の提出をもって、サービス管理責任者等実践研修の受講を約するものではありません。

受講要件を満たしていない場合や定員を超えて申込があった場合等には、受講ができないこ

とがありますので予めご承知おきください。 

 



個別支援計画作成業務従事者届出書 

提出日：令和〇年〇月〇日 

富山県知事 殿  

 富山県サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者実践研修の受講にあたって必要

な実務経験（OJT）について、下記の者が要件をいずれも満たしているため、届出します。 

氏名（ふりがな）  

生年月日 昭和・平成○年〇月○日 

個別支援計画(原案)の作成まで

の一連の業務(要件②)に従事し

た施設・事業所 

事業所番号  

施設・事業所名  

個別支援計画(原案)の作成まで

の一連の業務(要件②)を含んだ

実務経験(OJT)期間(*) 

 

令和〇年〇月〇日～令和〇年〇月〇日【〇年〇ヶ月】 

（実践研修開始日の前日時点（予定も含む）まで） 

届出担当者氏名（電話番号）  

備考  

(*)実務経験（OJT）期間は、業務に従事した期間が６月以上であることが必要です。 

【要件】 

 ➀基礎研修受講時に既にサービス管理責任者等の配置に係る実務経験要件（相談支援業務

又は直接支援業務３～８年）を満たしている。 

 ➁障害福祉サービス事業所等において、個別支援計画作成の業務に従事する。また、個別

支援計画の作成の業務については、十分な実施を担保する観点から、少なくとも計 10 回

以上行うことを基本とする。 

 （具体的には以下のいずれかのとおり） 

  ・サービス管理責任者等が配置されている事業所において、個別支援計画の原案の作成

までの一連の業務（利用者への面接の上アセスメントを実施し、個別支援計画の原案

を作成し、サービス管理責任者が開催する個別支援会議へ参加する等）を行う。 

  ・やむを得ない事由によりサービス管理責任者等を欠いている事業所において、サービ

ス管理責任者等とみなして従事し、個別支援計画の作成の一連の業務（厚労省 Q&A 参

照）を行う。 

誓約           

(1)届出の要件を満たしていることを確実に確認しており、また記載内容に相違・虚偽はあ

りません。 

(2)届出の要件を満たしていない、記載内容に相違・虚偽があった場合には、実践研修の受講

ができないほか、サービス管理責任者または児童発達支援管理責任者として配置ができ

ないこと、介護給付費等の返還や事業所の指定取り消しの可能性があることを了承します。  

(3)記載内容を証明する書類（実務経験証明書や研修修了証など）を適切に保管し、本件の審

査や実地指導・監査などの際に求めがあった場合は、速やかに提出します。 

(4)本届出の提出・受付をもって、研修の受講を約するものではないことを了承します。 

 私は、本届出をするにあたり、上記の内容について誓約します。なお、この誓約が虚偽で

あり、またはこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても異議は一切

申し立てません。 

            住所                       

            法人名                      

            代表者職氏名                   印 

 



 

事 務 連 絡 

令和５年６月 30 日 

    

各                  御中 

 

   

こ ど も 家 庭 庁 支 援 局 障 害 児 支 援 課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

サービス管理責任者等に関する告示の改正について 

 

 

日頃よりこども家庭行政及び厚生労働行政の推進に御協力を賜り、厚く御礼申し上

げます。 

 

「指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣

が定めるもの等（平成十八年厚生労働省告示第五百四十四号）」及び「障害児通所支

援又は障害児入所支援の提供の管理を行う者としてこども家庭庁長官が定めるもの

（平成二十四年厚生労働省告示第二百三十号）」については、本日６月 30 日に改正さ

れ、同日適用されたところですが、改正の趣旨及び概要については下記のとおりです

ので、各都道府県・市町村におかれては十分御了知の上、関係者、関係団体等に対し、

その周知徹底をお願いします。 

 

記 
 

１ 実践研修の受講に必要な実務経験について【別添１・２】 

  サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者（以下「サービス管理責任者等」

という。）の研修体系については、令和元年度より、基礎研修修了後に実践研修を

受講するために必要な実務経験（OJT）を「２年以上」としておりますが、新たに、

基礎研修受講開始時において既に実務経験者である者が、実践研修を受講するため

の実務経験（OJT）として障害福祉サービスに係る個別支援計画の作成の一連の業

務に従事し、その旨を指定権者に届け出ている場合は、例外的に「６月以上」とし

ます。 

 

 

都道府県 

市町村 

障害保健福祉主管部（局） 

児童福祉主管部（局）  



 

２ やむを得ない事由によりサービス管理責任者等が欠けた場合の措置について 

【別添３・４】 

  サービス管理責任者等がやむを得ない事由により欠如した場合に実務経験者を

サービス管理責任者等とみなして配置する措置については、現行制度上、サービス

管理責任者等の欠如時から１年間としております。 

今回、基礎研修修了者については、個別支援計画の作成に関して一定の知識・技

能等を習得していること、また、事業所内でのサービス管理責任者等の養成を進め

る観点から、従前のやむを得ない事由（※）による措置（１年間）に加え、以下の

いずれの要件も満たす者について、当該者が実践研修を修了するまでの間に限り、

サービス管理責任者等とみなして配置可能（最長２年間）とします。 

・ 実務経験要件を満たしていること 

・ サービス管理責任者等が欠如した時点で既に基礎研修を修了済みであること 

・ サービス管理責任者等が欠如する以前から当該事業所に配置されていること 

 

※ やむを得ない事由については、サービス管理責任者等が退職、病休など事業者

の責に帰さない事由により欠如した場合であって、かつ、当該事業所にサービス

管理責任者等を直ちに配置することが困難な場合を想定している。 

 

３ 更新研修の受講に必要な実務経験の範囲について 

  サービス管理責任者等更新研修の受講に必要な実務経験として、現行、サービス

管理責任者では児童発達支援管理責任者の実務経験が、児童発達支援管理責任者で

はサービス管理責任者の実務経験が規定されていない等、サービス管理責任者及び

児童発達支援管理責任者双方の配置要件を満たしている者であっても、いずれか一

方の更新研修の受講要件を満たさず、従事ができなくなる場合があったことなどか

ら、以下のとおり改正を行いました。 

①サービス管理責任者の更新研修の受講に必要な実務経験 

    サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者、管理者（障害福祉サービス

事業を行う事業所、指定障害者支援施設等、障害児通所支援事業を行う事業所

又は指定障害児入所施設等の管理者を指す。）又は相談支援専門員（計画相談

支援事業所、地域相談支援事業所又は障害児相談支援事業所における相談支援

専門員を指す。） 

②児童発達支援管理責任者の更新研修の受講に必要な実務経験 

    サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者、管理者（障害福祉サービス

事業を行う事業所、指定障害者支援施設等、障害児通所支援事業を行う事業所

又は指定障害児入所施設等の管理者を指す。）又は相談支援専門員（計画相談

支援事業所、地域相談支援事業所又は障害児相談支援事業所における相談支援



 

専門員を指す。） 

 

４ その他 

（１）更新研修の受講に必要な実務経験の期間の算定方法について 

   更新研修を受講するための実務経験等の期間の算定方法については、従前お示

していなかったところですが、運用の統一化を図るため、以下のとおりお示しい

たしますので、ご了知くださいますようお願いいたします。 

 

・ 更新研修は、資質向上の一環として受講者の実践について振り返りを行うこ

とをその趣旨のひとつとしていることから、研修の受講にあたって実務経験を

求めているものです。必ずしも１年につき 180 日の勤務はせずとも、その趣旨

は達成できるため、１年につき 180 日を下回る場合についても受講を認めて差

しつかえありません。なお、日数の下限については具体的に定めませんが、上

記趣旨を踏まえた研修の受講が期待できるかを踏まえて個別に判断していただ

きますようお願いいたします。なお、相談支援従事者現任研修についても同様

の考え方であることを申し添えます。 

・ サービス管理責任者等として従事するための実務経験や、基礎研修・実践研

修を受講するための実務経験については、実務の積み重ねを求めるものである

ことから、従前示されているとおり、１年につき 180 日の勤務（時間は問わな

い）を求めており、当該日数については通年で算定することが可能です。なお、

相談支援専門員として従事するための実務経験、主任相談支援専門員研修を受

講するための実務経験についても同様の考え方であることを申し添えます。 

   例：５年間の実務経験を要する場合、５年以上かつ 900 日（180 日×５年）の

勤務があれば要件を満たすものとする。 

 

（２）期限までに更新研修が修了できなかった場合の取扱いについて 

   期限までに更新研修を修了することができなかった場合については、実践研修

を改めて修了（実践研修受講のための実務経験は不要）することで、修了日以後

再びサービス管理責任者等として従事可能ですので、ご留意ください（基礎研修

の再受講は不要）。 

（注）令和６年３月 31 日までは平成 30 年度以前からサービス管理責任者等であ

る者について、初回の更新研修受講時には更新研修受講のための実務経験

要件は問わない。 

 

（３）サービス管理責任者等の研修の実施等について 

   サービス管理責任者等の養成研修については、一部の都道府県において、研修



 

受講希望者が事業所の所在する都道府県で研修を受講できない場合があるとの

意見をいただいているところです。 

サービス管理責任者等の確保は各事業所の事業継続上不可欠であることに鑑み、

各都道府県におかれては、管内の受講見込人数を事前に把握し、受講が必要な者

が研修を受講できるよう研修回数や受講定員数等について適切に設定いただく等、

計画的な研修実施をお願いいたします。また、今回の告示改正を契機に、実践研

修等に係る地域のニーズを踏まえて、必要に応じて研修計画の見直しを行うなど

適切な対応をお願いいたします。 

   なお、地域の実情により、希望者全員が研修を受講できない場合であっても、

指定担当部局や指導監査担当部局（管内市町村が担当している場合、管内市町村

を含む。）とも十分に連携しつつ、真に研修の受講が必要な者が研修を受講でき

ないことがないよう、必要な対応をお願いいたします。 

   また、研修制度見直し前の平成 30 年度までに研修を修了したサービス管理責

任者等が、今後資格を継続して更新するためには、令和５年度末までに初回の更

新研修を受講する必要がありますので、都道府県におかれては、管内の受講見込

人数を事前に把握し、研修回数や受講定員数等について適切に設定いただく等、

令和５年度末までに受講が必要な者について更新研修が受けられない事態が発

生することのないよう、計画的かつ確実な研修実施をお願いいたします。 

 



• 現行制度上、実践研修の受講にあたって必要な実務経験Ⓐ(OJT)については、基礎研修修了後「２年以上」の期間としてお
り、これを原則として維持しつつ、一定の要件を充足した場合には、例外的に「６月以上」の期間で受講を可能とする。

【要件】※①〜③を全て満たす必要あり
① 基礎研修受講時に既にサービス管理責任者等の配置に係る実務経験要件Ⓑ（相談支援業務又は直接支援業務３〜８年）
を満たしている。
② 障害福祉サービス事業所等において、個別支援計画作成の業務に従事する。（具体的には以下のいずれかのとおり）

・ サービス管理責任者等が配置されている事業所において、個別支援計画の原案の作成までの一連の業務（※）を行う。
・ やむを得ない事由によりサービス管理責任者等を欠いている事業所において、サービス管理責任者等とみなして従事し、個別
支援計画の作成の一連の業務を行う。

（※） 利用者へ面接の上アセスメントを実施し、個別支援計画の原案を作成し、サービス管理責任者が開催する個別支援会議へ参加する等。

③ 上記業務に従事することについて、指定権者に届出を行う。

①実践研修の受講に係る実務経験（OJ T）について

基礎研修
（ 26h）

修了

実践研修
（ 14.5h）

修了実務経験Ⓑ

実務経験Ⓐ (OJT)（ 相談支援業務又は直接支援業務）

(２ 年以上）

実務経験要件 研修修了要件

サービ ス 管理
責任者等と し

て配置可
（ ５ 年毎に要

更新）

相談支援業務
又は

直接支援業務
３ ～８ 年

配置要件（ 原則）

実践研修
（ 14.5h）

修了

実務経験Ⓐ (OJT)
（ 個別支援計画作成）
(６ 月以上） 【 新規】

配置要件（ 例外）
基礎研修
（ 26h）

修了
基礎研修受講時に既に左記実務経験要件

（ ３ ～８ 年） を満たし ている 者に限り 選択可能なルート

個別支援計画の作成の業務
に従事する 旨を事前届出

（ 具体的な業務内容）
利用者へ面接の上アセス メ ント を 実施、 個別支援計画の原案を 作
成、 サービ ス 管理責任者等が開催する 個別支援会議への参加等

要件①

要件②

要件③

サービス管理責任者等研修制度の変更点のポイント
※「サービス管理責任者等」とは、サービス管理責任者
及び児童発達支援管理責任者をいう。以下同じ。
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相談支援又は直接支援の業務の
実務経験が３ ～８ 年ある

上記実務経験が
基礎研修受講日時点で既にある

基礎研修修了後のOJTについて、
個別支援計画作成の一連の業務で行う

個別支援計画作成の一連の業務を行う こ と について、
指定権者に届出を行っ ている （ 又は予定）

基礎研修修了後のOJTについて、
６ 月以上で可能！

はい

いいえ
実務経験が１ ～６ 年あれば基礎研修受講可

（ ただし OJT期間は２ 年以上必要）

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

OJT期間は２ 年以上必要
（ 内容は相談支援又は直接支援の業務で可）

OJTの内容が相談支援又は直接支援の業務の場合、
期間は２ 年以上必要

業務実施についての届出がない場合、
OJT期間は２ 年以上必要
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• やむを得ない事由（※）によりサービス管理責任者等が欠いた事業所について、現行制度上、サービス管理責任者等が欠い
た日から１年間、実務経験（３〜８年）を有する者をサービス管理責任者等とみなして配置可能であるが、これに加え、
当該者が一定の要件を充足した場合については、実践研修を修了するまでの間（最長でサービス管理責任者等が欠いた日
から２年間）サービス管理責任者等とみなして配置可能とする。

（※） 「やむを得ない事由」については、「サービス管理責任者等が退職、病休など事業者の責に帰さない事由により欠如した場合であって、かつ、
当該事業所にサービス管理責任者等を直ちに配置することが困難な場合」である。

【要件】※①〜③を全て満たす必要あり
① 実務経験要件（相談支援業務又は直接支援業務３〜８年）を満たしている。（現行と同じ）
② サービス管理責任者等が欠如した時点で既に基礎研修を修了済みである。
③ サービス管理責任者等が欠如する以前からサービス管理責任者等以外の職員として当該事業所に配置されている。

②やむを得ない事由による措置ついて

やむを得ない事由によ る 人員の欠如時以降、
１ 年間サービス 管理責任者等と みなし て従事可能

（ 現行ど おり ）

サービ ス 管理責任者等が欠如する 以前から
当該事業所に配置さ れている 者

実務経験要件

実務経験

相談支援業務
又は

直接支援業務
３ ～８ 年

基礎研修（ 26h） を修了

研修修了要件

期間経過後、 継続し て
サービ ス 管理責任者等と
し て配置する には、 配置
要件における 研修修了要
件（ 実践研修ま で修了）

を 満たす必要あり

サービス 管理責任者等欠如
以前に修了済み

要件①

要件②

要件③

サービス管理責任者等研修制度の変更点のポイント

※サービス管理責任者等の配置要
件である研修が未修了でも、左記
実務経験があればみなし配置可

実践研修修了時ま で（ 最長で欠如時以降２ 年間）

サービス 管理責任者等と みなし て従事可能【 新規】
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サービ ス 管理責任者等の欠如について
やむを得ない事由によ る も のと 自治体が認めている

相談支援又は直接支援の業務の
実務経験が３ ～８ 年ある

サービ ス 管理責任者等の欠如し た時点で
既に基礎研修を修了済みである

サービ ス 管理責任者等の欠如時以前から
当該事業所に配置さ れている

実践研修修了時ま で（ 最長で欠如時以降２ 年間）
みなし 配置可能

はい

いいえ
欠如がやむを得ない事由によ る も のでなければ、

みなし 措置の対象外

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

実務経験が３ ～８ 年ない場合は
みなし 措置の対象外

基礎研修が未修了又は修了が欠如後の場合は
みなし 期間は１ 年間

欠如時後に当該事業所に配置さ れた者の場合は
みなし 期間は１ 年間
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事 務 連 絡 

令和５年３月３１日 

    

各       障害保健福祉主管部（局） 御中 

   

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 障害福祉課 

 

 

サービス管理責任者等研修の取扱い等に関するＱ＆Ａについて 

 

 

日頃より厚生労働行政の推進に御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 

令和５年２月 28 日付けで発出した事務連絡「サービス管理責任者等研修制度の取

扱い等について」においてお示しした内容に関しまして、今般具体的な運用等の詳細

について、現時点において考えられる内容について、別添のとおりお示しいたします

ので、各都道府県・市町村におかれてはご了知いただくようお願いします。 

 なお、現在サービス管理責任者等研修制度に関する告示の改正作業中であること等

から、別添の内容については今後変更となる可能性がありますので、ご留意ください

ますようお願い申し上げます。 

都道府県 

市町村 
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令和５年度におけるサービス管理責任者等研修制度の変更に関するＱ＆Ａ 

 

１．実務経験（OJT）について 

（OJT期間が「６月以上」とすることができる要件について） 

問１ 実践研修の受講要件である実務経験（OJT）について、「６月以上」とす

ることができる対象者については、具体的にどのような者であるか。 

（答） 以下のいずれの要件も満たす者である。 

   ① 基礎研修受講開始時に既にサービス管理責任者等の配置に係る実

務経験要件（相談支援業務又は直接支援業務３～８年）を満たしてい

ること。 

 

   ② 実践研修の受講要件である実務経験（OJT）として、障害福祉サービ

ス事業所等において、個別支援計画作成の業務に従事すること。 

具体的には、サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者（以下

「サービス管理責任者等」という。）の配置を必要とする障害福祉サー

ビス事業所等に従業者として配置を届け出ている者について、以下の

いずれかの場合が該当する。 

    ㋐ サービス管理責任者等のもとで基礎研修修了者が個別支援計画

の原案の作成までの一連の業務（利用者へ面接の上アセスメントを

実施、個別支援計画の原案を作成、サービス管理責任者等が開催す

る個別支援計画の作成に係る会議への参画（モニタリング含む）※）

に従事する場合。 

    ㋑ やむを得ない事由によりサービス管理責任者等を欠いている事

業所等において、サービス管理責任者等の配置に係る実務経験要件

を満たしている者（実務経験者）がサービス管理責任者等とみなし

て個別支援計画の作成の一連の業務（利用者へ面接の上アセスメン

トを実施、個別支援計画の原案を作成、個別支援計画の作成に係る

会議の開催、個別支援計画の原案の内容について利用者又はその家

族に説明し、個別支援計画を交付（モニタリング含む）※）に従事

する場合。 

    ㋒ 令和３年度末までに、実務経験者が基礎研修修了者となっており

（経過措置対象者）、サービス管理責任者等とみなして個別支援計

画の作成の一連の業務（上記㋑と同様）に従事する場合。   

    ※ 具体的な業務内容については問４参照。なお、実践研修の受講要

件である基礎研修修了後の実務経験については、OJT として行う趣

旨で設けていることを踏まえ、（必要に応じて他の事業所等に協力

を求めるなどして）サービス管理責任者等による助言・指導を受け

た上で行われることが望ましい。 

 

   ③ 上記業務に従事することについて、指定権者に届出を行うこと。 

別添 



2 

 

＜問１：要件①に関して＞ 

（基礎研修修了後に実務経験者となった場合について） 

問２ 基礎研修については、サービス管理責任者等の配置に係る実務経験要件

として規定されている年数に２年満たない時点から受講できるが、基礎研

修修了後にサービス管理責任者等の配置に係る実務経験要件を満たした

場合、それ以降は、２年間の実務経験（OJT）ではなく、個別支援計画の作

成の業務の６か月の実務経験（OJT）を満たして実践研修を受講すること

が可能か。 

（答） できない。個別支援計画の作成の業務の６か月の実務経験（OJT）につい

ては、基礎研修受講開始時に実務経験者である者が対象となり、基礎研修

受講開始時に実務経験者でない者は、実践研修の受講には相談支援業務又

は直接支援業務の２年間の実務経験（OJT）が必要である。 

 

 

（「基礎研修受講開始時」について） 

問３ 「基礎研修受講開始時に既にサービス管理責任者等の配置に係る実務経

験要件を満たしている」とあるが、これは「相談支援従事者初任者研修講

義部分」受講時においても既に当該実務経験要件を満たしている必要があ

るか。 

（答） 「サービス管理責任者等基礎研修」の受講開始時において既に実務経験

要件を満たしていればよく、「相談支援従事者初任者研修講義部分」の受講

開始時と実務経験要件を満たした時点の先後は問わない。 

    もっとも、実践研修の受講要件である実務経験（OJT）については、「サ

ービス管理責任者等基礎研修」及び「相談支援従事者初任者研修講義部分」

の双方を修了し、修了証の交付を受けた時点から起算可能となる。 
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＜問１：要件②に関して＞ 

（OJTの業務の具体的内容について） 

問４ 「個別支援計画作成の業務に従事する」とあるが、具体的に対象となる

業務はどのようなものか。 

（答） 個別支援計画の作成の業務とは、以下の業務をいう。 

   Ⓐ 利用者について面接した上でアセスメントを行い、適切な支援内容

の検討を行う。（基準省令第58条第２～３項等 参照） 

   Ⓑ アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき個別支援計画の原

案を作成する。（基準省令第58条第４項等 参照） 

   Ⓒ 個別支援計画の作成に係る会議を開催し、上記原案の内容について

担当者等から意見を求める。（基準省令第58条第５項等、解釈通知第

四の３(7)②ア等 参照） 

    ※ サービス管理責任者等のもとで基礎研修修了者が業務に従事する場合は、サー

ビス管理責任者等が開催する上記会議に参画すること。 

   Ⓓ 上記原案の内容について利用者又はその家族に対して説明し、文書

により利用者の同意を得、個別支援計画を利用者に交付する。（基準省

令第58条第６項等、解釈通知第四の３(7)②イ、ウ等 参照） 

   Ⓔ 定期的に個別支援計画の実施状況の把握及び利用者についての継

続的なアセスメント（モニタリング）を行い、少なくとも６月に１回

以上個別支援計画の見直しを行い、必要に応じて個別支援計画の変更

を行う。（基準省令第58条第８項等、解釈通知第四の３(7)②エ等 参

照） 

 

 

（OJTの業務の頻度等について） 

問５ 「個別支援計画の作成の業務」については、どれくらいの回数を行って

いる必要があるか。期間の算定についてはどのように行うべきか。 

（答） この実務経験（OJT）は、サービス管理責任者等養成に係る一連の研修

の一部をなすものとして設定されたものであり、その十分な実施を担保

する観点から、少なくとも概ね計10回以上行うことを基本とする。 

   （なお、個別支援計画の見直しについては、少なくとも６月に１回以上

行うことが指定基準上定められている） 

 

    また、実務経験（OJT）に係る期間（勤務日数）の算定にあたっては、

厳密に「個別支援計画の作成の業務」を行った日のみを算入するのでは

なく、サービス管理責任者等の配置を必要とする障害福祉サービス事業

所等において従事した期間をもって算定して差しつかえない。 
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（基礎研修修了者が OJT として個別支援計画の原案の作成を行う場合の人員

配置の取扱いについて） 

問６ サービス管理責任者等のもとで基礎研修修了者に個別支援計画の原案

の作成までの業務を担わせる場合、当該基礎研修修了者の人員配置上の取

扱いはどのようになるか。例えば、生活支援員として配置したまま当該業

務を担わせることが可能か。 

（答） それぞれ以下のとおりである。 

① 基礎研修修了者をサービス管理責任者等に係る人員配置基準上必要

な数を満たすため（※）にサービス管理責任者等として配置する場合 

  利用者に対するサービス提供に支障がない場合に限り、生活支援員

等として配置したまま個別支援計画の原案の作成の業務に従事するこ

とは可能であるが、生活支援員等の職務に係る常勤換算上、当該勤務

時間を算入できないことに留意が必要である。 

※ サービス管理責任者等を２人以上配置する必要がある事業所（利用者数が 61 人

以上（共同生活援助及び自立生活援助は31人以上））において、サービス管理責任

者等が１人配置されている場合、残りの人員は基礎研修修了者を配置することで基

準を満たしているものとみなされる。 

② 基礎研修修了者をサービス管理責任者等に係る人員配置基準上必要

な数を超えて配置する場合 

生活支援員等として配置したまま個別支援計画の原案の作成の業

務に従事することは可能であり、かつ、生活支援員等の職務に係る常

勤換算上、当該勤務時間を算入して差しつかえない。 
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＜問１：要件②及び③に関して＞ 

（実務経験（OJT）の確認方法等について） 

問７ 実践研修の受講にあたって必要となる実務経験（OJT）の確認及び「個

別支援計画作成の業務」に従事する旨の届出について、どのように行えば

よいか。 

（答） 実務経験（OJT）の確認については、実務経験証明書等により確認する

ことが考えられるが、「個別支援計画作成の業務」については、同業務に

従事していることが当該実務経験証明書等に合わせて記載されているも

ので確認することを想定している。 

また、「個別支援計画作成の業務」に従事する旨の届出については、実

践研修受講開始時までの間に、人員体制届出等において該当する者が個

別支援計画（原案を含む）の作成の業務に従事する旨を明示する必要が

あるものとする。（※） 

    ※ 実践研修受講開始時までの間であれば時期は問わないが、届出に係る事務負担の

軽減の観点から、人員体制届出の際にあわせて行うことが考えられる。 

具体的には、基礎研修修了者として配置され、個別支援計画の原案の

作成までの一連の業務を担う場合は、備考欄等にその旨を記載すること

を要するものとする。     

      当該届出内容の確認については、研修受講者が研修の実施主体に対し、

当該届出の写し等を提出すること等により行うことが考えられる。 

     

    なお、実務経験（OJT）について、「個別支援計画作成の業務」に６月

以上従事することで満たす意向の者については、問１における要件①の

とおり、基礎研修受講開始日において実務経験者である必要があること

から、サービス管理責任者等の配置に係る実務経験年数（３～８年）を

満たすに至った時期が基礎研修受講開始日以前かについても合わせて

確認が必要である。 
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２．やむを得ない事由による措置について 

（やむを得ない事由によるみなし配置期間が拡大される要件について） 

問８ 本改正により、やむを得ない事由によりサービス管理責任者等としてみ

なして配置される者について、一定の要件を満たした場合、実践研修を修

了するまでの間（最長でサービス管理責任者等の欠如時から起算して２年

間）みなし配置が可能となるが、具体的な要件は何か。 

（答） 以下のいずれの要件も満たす者であることが必要である。 

   ① 実務経験要件（相談支援業務または直接支援業務３～８年）を満た

している。 

   ② サービス管理責任者等が欠如した時点で既に基礎研修修了者（※）

となっている。 

   ③ サービス管理責任者等が欠如する以前から引き続き当該事業所に

配置されている。 

   ※ 「サービス管理責任者等基礎研修」及び「相談支援従事者初任者研修講義部分」

の双方を修了している必要がある。 

 

＜問８：要件②に関して＞ 

（みなし配置期間中に基礎研修修了者となった場合について） 

問９ やむを得ない事由によりサービス管理責任者等を欠いた事業所等にお

いて、基礎研修修了者でない実務経験者をサービス管理責任者等としてみ

なして配置したが、その後、みなし期間中に当該者が基礎研修修了者とな

った場合、みなし配置期間は２年間となるか。 

（答） ならない。サービス管理責任者等としてみなして配置した者が、その

みなし配置期間中に基礎研修修了者となった場合は、元々のみなし期間

の起算点から１年間のみみなして配置可能である。 

 

 

（やむを得ない事由について） 

問10 やむを得ない事由については、どういう場合が該当するのか。 

（答） サービス管理責任者等が退職、病休など事業者の責に帰さない事由に

より欠如した場合であって、かつ、当該事業所にサービス管理責任者等

を直ちに配置することが困難な場合である。なお、当該判断については、

指定権者である自治体が個別の状況を踏まえて適切に判断すること。 
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３．本改正施行前に係る取扱いについて 

（本改正施行前における実務経験（OJT）の算入可否について） 

問 11 本改正施行前において、例えば令和４年９月に実務経験者となった上

で、同年 10 月に基礎研修修了者となり、その後同月から６ヶ月間「個別

支援計画の作成の業務」に従事していたが、その場合、本改正施行日以降

直ちに実践研修を受講することが可能か。 

（答） 本改正施行前の従事であっても、実務経験者となり、その後基礎研修

修了者となった後の期間であれば、実務経験（OJT）の期間に算入して差

しつかえないため、設問の場合については可能である。 

 

 

（本改正施行前よりみなし配置されていた場合について） 

問 12 本改正施行前よりやむを得ない事由によりサービス管理責任者等とし

てみなして配置されている者であって、本改正施行日において問８におけ

る要件をいずれも満たしている場合については、本改正施行により、みな

し配置期間が実践研修を修了するまでの間（最長でサービス管理責任者等

の欠如時から起算して２年間）となるか。 

（答） 本改正施行日において問８における要件をいずれも満たしている場合

は、施行日以降、実践研修を修了するまでの間（サービス管理責任者等

の欠如時から起算して２年間に限る。）みなし配置可能である。 

 

 具体的には以下のとおり。 

（例①）令和４年 ６月  基礎研修（相談支援従事者初任者研修講義

部分含む）修了 

令和４年10月  サービス管理責任者等欠如 

みなし配置開始（令和５年９月まで可） 

        令和５年 ６月頃 改正告示施行 

                 →みなしサービス管理責任者等について、

実践研修修了時（最長で令和６年９月）

までみなし配置期間継続 
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    （例②）令和４年 １月  基礎研修（相談支援従事者初任者研修講義部

分含む）修了 

令和４年 ３月  サービス管理責任者等欠如 

みなし配置開始（令和５年２月まで可） 

        令和５年 ３月  みなし配置期間終了 

サービス管理責任者等欠如 

        令和５年 ５月  人員欠如減算（サービス管理責任者等）算定

開始 

        令和５年 ６月頃 改正告示施行 

                 →令和５年２月までみなしサービス管理責

任者等であった者について、令和５年７

月以降、実践研修修了時（最長で令和６

年２月）までみなし配置期間再開 

令和５年 ７月  人員欠如減算（サービス管理責任者等）算定

終了 

※人員欠如減算の算定開始、終了月については、届出時期等によって変動しうるこ

とに注意。 
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障害保健福祉部長 

 （公 印 省 略） 

 

 

 

「工賃向上計画」を推進するための基本的な指針 

 

 障害者が地域で自立した生活を送るための基盤として、就労支援は重要であり、一般就労

を希望する方には、できる限り一般就労していただけるように、一般就労が困難である方に

は、就労継続支援Ｂ型事業所等での工賃の水準が向上するように、それぞれ支援していくこ

とが必要である。 

 このため、平成１９年度から「工賃倍増５か年計画」として、各地方自治体や産業界等の

協力を得ながら官民一体となり取り組み、平成２４年度以降は３年毎に「工賃向上計画」を

策定し、工賃向上に資する取組を進めてきたところである。 

 今般、下記のとおり令和６年度から令和８年度までの「工賃向上計画」等の作成に当たっ

ての基本的な指針をお示しすることとしたので、ご了知の上、都道府県における計画作成の

参考とされるとともに、管内市町村、障害福祉サービス事業所等関係者に対する周知方宜し

くお願いしたい。 

 なお、本通知の施行に伴い、平成１９年７月６日障発第０７０６００４号厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部長通知『「工賃倍増５か年計画」を推進するための基本的な指針』

は廃止する。 

 



 

 

 

記 

 

１．「工賃向上計画」による取組の必要性 

  平成２３年度までの「工賃倍増５か年計画」については、全ての都道府県において計画

を策定し、関係行政機関や地域の商工団体等の関係者を挙げた協力のもと、工賃向上に向

けた取組を推進してきたところであるが、十分な工賃向上に繋がらなかったことを踏ま

え、平成２４年度以降については、３年毎に「工賃向上計画」を策定し、都道府県及び各

事業所において工賃向上に向けた取組を実施してきたところである。 

平成２５年４月には、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関

する法律（以下「障害者優先調達推進法」という。）が施行され、国や地方公共団体等に

よる障害者就労施設等からの物品及び役務の調達の推進が図られているところである。 

また、令和６年度障害福祉サービス等報酬改定において、工賃の更なる向上のため、平

均工賃月額に応じた報酬体系について、平均工賃月額が高い区分の基本報酬の単価を引

き上げ、低い区分の基本報酬の単価を引き下げる等の報酬体系の見直しや、目標工賃を達

成した場合の評価（目標工賃達成加算）の新設等を実施しているところである。 

工賃向上に当たっては、計画に基づいた継続的な取組が重要であることから、令和６年

度以降についても、「工賃向上計画」を策定し、引き続き工賃向上に向けた取組を推進す

ることとしている。 

  この取組を実効あるものとするためには、本計画の対象となる障害福祉サービス事業

所において、工賃水準を引き上げることの意義を再確認し、全職員一丸となって取組を進

めていただくことが重要である。 

さらに、その目標達成に向けた取組を進めるために、指導員等の取組のみでなく管理者

が率先して取り組むことが重要であることから、管理者が目標達成に向けた具体的な取

組のプロセスを記載した工程表などを作成し、事業所の全職員、利用者及び家族に示し理

解を得て進めるとともに、適切なアセスメントにより作成された個別支援計画に基づい

た支援を通じて全ての利用者の就労に必要な知識及び能力の向上を図っていくことが更

に必要であると考えている。 

各都道府県におかれては、「工賃向上計画」に具体的な支援策を盛り込み、各事業所に

おける取組が効果的に実施されるよう支援いただき、協働してその実現に向けて取り組

まれたい。 

 

２．都道府県における取組 

（１） 都道府県は、障害福祉サービス事業所の「工賃向上計画」（以下「事業所工賃向上

計画」という。）の作成・推進について積極的に支援するとともに、その支援内容を

含む「工賃向上計画」（以下「都道府県工賃向上計画」という。）を作成し、令和８年

度までに取り組む具体的方策に従って都道府県内の事業所（指定都市、中核市、その



 

他指定権限の委譲を受けた市町村が指定した事業所も含む。以下同じ）の支援を計画

的に行うものとする。 

（２） 基本的事項 

ア  計画の作成時期 

都道府県は、令和６年４月末までに「都道府県工賃向上計画」を策定する。 

イ  計画の対象期間 

       令和６年度から令和８年度までの３か年とする。 

   ウ 計画の対象事業所 

就労継続支援Ｂ型事業所 

（※ なお、就労継続支援Ｂ型事業所を原則とするが、就労継続支援Ａ型事業所

（雇用契約を締結していない利用者に係るものに限る。以下同じ。）、生活介護

事業所（生産活動を行っている場合。以下同じ。）、地域活動支援センターのう

ち「工賃向上計画」を作成し、積極的な取組を行っており、工賃の向上に意欲

的に取り組む事業所として都道府県が認めた事業所は、支援策の対象として

差し支えない。） 

 

（３） 「都道府県工賃向上計画」の作成 

ア 「都道府県工賃向上計画」に盛り込む事項 

（ア）令和８年度までの各年度の目標工賃（月額又は、月額及び時間額） 

     （※ 都道府県の目標工賃は、各事業所から報告された目標工賃が月額のみの場

合には月額により、また月額及び時間額の場合には月額及び時間額により

設定すること。） 

   （イ）令和８年度までの各年度に取り組む具体的方策 

   （ウ）その他の事項 

  イ 「都道府県工賃向上計画」の作成に当たっての留意事項 

   （ア）目標達成のための課題の分析 

事業所に対するヒアリング等を通じ、事業所の現状を把握し、工賃向上に当た

っての課題を整理するとともに、令和３年度から令和５年度までの「都道府県工

賃向上計画」の評価、検証による分析を行うこと。さらには、これらの課題や問

題点について、地域の実情を把握している共同受注窓口とも連携して計画を作

成することとする。 

   （イ）平均工賃月額の目標設定 

令和６年度から令和８年度までの各年度の目標工賃は、当該都道府県におけ

る生活水準や最低賃金、賃上げ、物価高騰、障害者の経済状況、地域の産業状況

などを踏まえ、適正な水準を設定することとする。なお、新型コロナウイルス感

染症の影響により、令和２年度の平均工賃月額が前年度より低下したものの、そ

の後は着実に平均工賃月額が増加し、令和４年度は 17,031 円と過去最高を記録

したことも踏まえること。 



 

その際、都道府県においては、暫定の目標工賃月額を設定し、事業所が選択し

報告された目標工賃月額により適宜目標の見直しを行うものとする。 

なお、令和６年度から、前年度の平均工賃月額の算定方法について、以下のと

おり見直されている点に留意すること。 

① 前年度における工賃支払総額を算出 

② 前年度における開所日１日当たりの平均利用者数を算出 

 前年度の延べ利用者数÷前年度の年間開所日数 

③ 前年度における工賃支払総額（①）÷前年度における開所日１日当たりの平

均利用者数（②）÷12 月により、１人当たり平均工賃月額を算出 

（ウ）各年度に取り組む具体的方策 

（ア）で明らかとなった課題を踏まえ、計画に盛り込む具体的な方策を検討す

る。 

ａ 企業的経営手法の導入 

       民間企業のノウハウや技術を活用することが有効であると考えられること

から、こうした企業的な経営手法を導入するための方策を積極的に盛り込む

こと。 

       なお、事業所に対する経営指導等に当たっては、コンサルタントの派遣や企

業ＯＢの紹介・あっせん等を積極的に活用し、商品開発や市場開拓、作業効率

の向上につながる職場環境の改善等を効果的に推進すること。 

 

     ｂ 障害福祉部局と他部局等との連携による障害者の就労機会の創出 

「農福連携等推進ビジョン」も踏まえ、農業・林業・水産業や観光業などの

地域の基幹産業との連携や、高齢者の見守・配食サービスの実施など、工賃向

上を目指しつつ、障害者が地域の支え手として活躍することを目指した就労

機会の拡大を図るために、障害福祉部局と他部局等との連携に努めること。な

お、他部局等との連携にあたっては、都道府県工賃向上計画策定の段階から関

係部署や関係機関の参画を求めることが望ましい。 

ｃ 説明会や研修等の実施 

民間企業における研修等の活用及び経営や事業内容に適した専門家（企業

ＯＢを含む）等による研修、技術指導等により、事業所の経営者、職員の意識

改革や技術・ノウハウの習得を図るとともに、新たな商品開発や商品の質の向

上等を図ること。 

ｄ 共同化推進 

    複数の事業所が共同して受注、品質管理等を目的とした取組である共同受

注窓口の体制整備、活用等を図ること。 

 

（エ）都道府県と事業所の共同した取組 

都道府県と事業所が共同して取組むことを重視し、（２）のウの計画の対象事



 

業所において、特別な事情（震災、風水害、火災その他これらに類する災害によ

り、著しい損害を受けた等をいう。以下同じ。）がない限り工賃向上計画を作成

させ、事業所責任者の意識向上、積極的な取組を促すなど、事業所の主体性が引

き出されるものとなるよう工夫すること。 

 

（４） 「都道府県工賃向上計画」に基づく取組の推進 

ア 「事業所工賃向上計画」への助言及び目標工賃の達成状況の把握・公表 

（ア）「事業所工賃向上計画」について、必要に応じヒアリング等を通じ計画の考え

方等を把握し、助言指導を行うこと。 

（イ）都道府県工賃向上計画については、特別な事情がない限り個々の事業所におけ

る計画を作成することとし、事業所責任者の意識向上、積極的な取組を促すこと。 

（ウ）毎年の工賃の実態調査等を通じ、工賃実績や目標工賃の達成状況を把握すると

ともに、障害者やその家族等が適切な事業所を選択できるよう都道府県のホー

ムページや広報紙等を通じ、事業所情報として公表し、新たな事業所の利用希望

者等から求めがあった場合には、情報提供すること。また、毎年度６月末日まで

に実績を国に報告すること。 

イ 事業所に対する助言等 

 （ア）企業的な経営手法への意識改革を行うこと 

（イ）各事業所における工賃向上に向けた取組状況を把握し、必要に応じて助言等を

行うこと。 

（ウ）説明会等の機会を通じ、他の事業所における先進事例の紹介を行うこと。 

ウ 企業等からの発注の推進 

    障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）に基づき実施され

ている在宅就業障害者に対する発注促進の仕組み（在宅就業障害者支援制度）につい

て、工賃水準の確保と一般雇用への移行に取り組む（２）のウの事業所も対象となっ

ているので、一般企業や事業者に対する制度の周知等を行い、利用を促すこと。（た

だし、就労継続支援Ａ型事業所及び生活介護事業所は対象とされていないことに留

意されたい。） 

    また、事業所が在宅就業支援団体の登録を受けることにより、当該事業所が仕事の

発注を受け、利用者に対し、仕事の提供や対価の支払いを行うことが可能となるため、

事業所に対しても本制度の活用を促すこと。なお、制度の詳細については、「在宅就

業支援団体関係業務取扱要領」を参照されたい。 

エ 官公需の発注等の配慮について 

    工賃向上に当たっては、地方公共団体又は地方独立行政法人が発注する官公需の

活用も効果的であることから、障害者優先調達推進法に基づく調達方針を必ず作成

するとともに、障害者就労施設における取扱品目を十分に把握した上で事業所への

優先発注などについても目標値を掲げて積極的に取り組むよう努めること。 

その際、近年の AI やクラウド等の IT 分野の進展に伴う障害者の職域拡大等も踏



 

まえ、優先調達を行う分野や役務を拡大するなど、積極的な優先調達の推進に向けた

働きかけを行うこと。 

一方で、適切な調達を進めるため、障害者優先調達推進法における対象施設の定義

や要件等について、厚生労働省が作成するチェックリスト等も活用し、十分な確認を

行うこと。オ 「都道府県工賃向上計画」作成のネットワーク 

    工賃の向上にあたっては、産業界等の協力を得ながら、官民一体となった取組を推

進することとしている。このため、都道府県工賃向上計画の作成にあたっては、対象

となる事業所との連携を図ることはもちろん、事業所団体、地域の産業界の代表者、

障害者雇用に積極的に取り組んでいる民間企業、労働局、庁内の労政、商工等の担当

部署等からの意見集約を図ること。 

  カ 事業者団体等との連携による共同受注の推進 

これまでの取組を見ると、事業者団体や一般企業等との連携により共同受注に取

り組んだ場合に、工賃向上に効果が見られた事例もあるが、一方で都道府県と事業者

団体等との連携が必ずしも十分ではなかったところもあるので、事業者団体等とも

連携のうえ計画策定及び具体的な取組を進めることとされたい。 

  キ 市町村への働きかけ 

    地域で障害者を支える仕組みが重要であるが、障害者が支えられる側だけでなく

地域を支える側として活躍することも目指し、市町村においても、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく協議会（以下「協議会」という。）

等を活用し、地域の支え手として、障害者の仕事の創出や工賃向上への事業所の取組

を積極的に支援するよう依頼する。 

また、障害者優先調達推進法に基づく調達方針を作成していない市町村もあるこ

とから、調達方針を必ず作成するよう促すこと。 

なお、障害者就労施設等の受注の機会の増大を図るため、国や地方公共団体等が自

ら率先して障害者就労施設等からの物品等の調達を推進し、これを呼び水とするこ

とにより、民間部門へも取組の輪を広げ、障害者就労施設等からの物品等に対する我

が国全体の需要を増進するという障害者優先調達推進法の意義を踏まえ、地域に事

業所がないような場合においても、障害者優先調達推進法に基づく調達方針を作成

し、調達に努めること。 

ク その他「都道府県工賃向上計画」の達成に資する支援策 

 

（５） 「都道府県工賃向上計画」を着実に推進するため、都道府県は市町村に対して、社

会福祉施設等施設整備費や独立行政法人福祉医療機構の融資等を積極的に活用する

よう助言すること。 

 

（６） 「都道府県工賃向上計画」の報告 

    「都道府県工賃向上計画」については、令和６年６月末日までに厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長あて提出願いたい。 



 

 

    また、「都道府県工賃向上計画」及び工賃実績については、都道府県のホームペー

ジ、広報紙を通じて、公表していただくことが望ましい。 

また、各事業所がこの事業に取り組むに当たり、具体的な事例を参考とし実施する

ことが効果的であることから、ＷＡＭネット等に掲載されている優良な事例を参考

に取り組まれることを推奨する。 

    なお、国においては報告のあった計画を取りまとめて、必要に応じてその内容を公

表することとしている。 

 

（７）「都道府県工賃向上計画」の達成状況及び評価 

ア 「都道府県工賃向上計画」の評価及び見直しの報告 

    「都道府県工賃向上計画」については、各年度において前年度の実績を踏まえ、達

成状況を点検・評価し、その結果に基づいて、「都道府県工賃向上計画」の見直し等

所要の対策を実施することが必要であること。 

    なお、「都道府県工賃向上計画」の見直しがあった場合、各年度６月末までに厚生

労働省社会・援護局障害保健福祉部長あて提出願いたい。 

  イ 「都道府県工賃向上計画」の毎年の実績把握 

工賃実績の把握（報告）に当たっては、工賃実態調査等を通じ、毎年の工賃実績を

集計・公表し、都道府県工賃向上計画の達成状況の評価を行うこと。 

また、（２）のウにより「都道府県工賃向上計画」の対象となった就労継続支援Ａ

型事業所、生活介護事業所、地域活動支援センターについても別に集計・公表するこ

ととする。なお、工賃の算出等にあたっては、平成１９年４月２日障障発第０４０２

００１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知「就労移行支援事

業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項について」に基づき実施する

こと。 

 

３．各事業所における取組 

（１） 就労継続支援Ｂ型事業所等の工賃向上については、これまでも各事業所において懸

命に取り組まれてきたところであるが、障害者が地域において自立した生活を実現

できるようにするため、工賃の更なる向上に取り組むことは重要な課題であり、事業

所は利用者のこうした希望をかなえる取組を進めることが求められる。このため、す

べての事業所の全職員が工賃向上のために主体的に取り組むことが何よりも重要で

あり、事業所責任者の強い意志に基づく強力なリーダーシップが不可欠であり、事業

所の全職員、利用者及び家族に対して経営理念・運営方針を示し共有していく必要が

ある。したがって、各事業所においては、工賃水準向上に取り組んでいただくととも

に、以下に定めるところにより、その実現に向けた「工賃向上計画」を特別な事情が

ない限り作成することとする。 

 



 

 

（２） 基本的事項 

  ア 事業所工賃向上計画の作成時期 

事業所は令和６年５月末までに「事業所工賃向上計画」を策定する。 

なお、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関

する基準（平成 18 年厚生労働省告示第 523 号）別表介護給付費等単位数表第 14 の

１のイの就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）、ロの就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅱ）

及びハの就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅲ）については、事業所工賃向上計画を令和

６年４月に作成していない場合は算定できないので留意すること。 

イ 計画の対象期間 

「事業所工賃向上計画」は、事業所の実情等を踏まえて対象期間を設定し作成する

ものとする。 

具体的には、事業所の現状分析、対象期間の設定と当該期間で達成すべき目標工賃

の設定、目標工賃達成のための年次計画の作成及び具体的取組の実施、目標工賃の達

成状況の点検及び評価を行い、その結果に基づき、所要の見直し（工賃向上 P.D.C.A

［plan,do,check,action］サイクルの確立）をしていくこととする。 

ウ 計画の対象事業所 

就労継続支援Ｂ型事業所 

（※ なお、就労継続支援Ｂ型事業所を原則とするが、就労継続支援Ａ型事業所、

生活介護事業所、地域活動支援センターのうち、希望する事業所は「事業所工賃向上

計画」を作成する。） 

（３） 「事業所工賃向上計画」の作成 

  ア 「事業所工賃向上計画」に盛り込む事項 

   （ア）令和８年度までの各年度の目標工賃月額 

令和６年度から、前年度の平均工賃月額の算定方法について、以下のとおり見

直されている点に留意すること。 

① 前年度における工賃支払総額を算出 

② 前年度における開所日１日当たりの平均利用者数を算出 

 前年度の延べ利用者数÷前年度の年間開所日数 

③ 前年度における工賃支払総額（①）÷前年度における開所日１日当たりの平

均利用者数（②）÷12 月により、１人当たり平均工賃月額を算出 

（イ）令和８年度までの各年度に取り組む具体的方策 

   （ウ）その他の事項 

  イ 「事業所工賃向上計画」の作成に当たっての留意事項 

   （ア）事業所の現状分析 

目標達成に向けた取組を進めるために、指導員等の取組のみならず管理者が

率先して取り組むことが重要であることから、管理者が目標達成に向けた具体



 

的な取組のプロセスを記載した工程表などを作成し、事業所の全職員、利用者及

び家族に示し理解を得て進めることが必要である。その上で、目標工賃を達成す

るための年次予算計画を職員全体で検討する。その際、目標工賃達成指導員は、

施設内の活動にとどまらず、地元企業や共同受注窓口、経営者団体等との協働に

よる商品開発や販売戦略、生産性の向上や販路拡大、農業分野、IT 分野等の新

たな生産活動分野の開拓など、利用者の工賃向上のために積極的に工賃向上の

取組を推進していくこと。 

また、適切なアセスメントにより作成された個別支援計画に基づいた支援を

通じて全ての利用者の就労に必要な知識及び能力の向上を図っていくことが重

要であることから、利用者の就労意欲の向上と就労を通じた自立を一層促進す

るための課題の整理を行うこと。 

   （イ）目標工賃の設定において勘案する事項 

      令和６年度から令和８年度までにおける目標工賃については、以下の項目を

勘案して設定することが望ましい。また、取組状況の点検、評価に資するよう、

各年度における目標工賃も設定することとする。なお、工賃目標については前年

度以上とする。 

     ａ 各事業所の令和５年度の平均工賃実績 

ｂ 地域の実情を踏まえ、障害年金と合算して、障害者が地域で自立した生活を

実現できるため必要な収入 

ｃ 地域の最低賃金や一般雇用されている障害者の賃金の状況 

     ｄ 各都道府県の目標工賃 

      

   （ウ）各年度に取り組む具体的方策 

      事業所工賃向上計画には、各年度に取り組む具体的方策を盛り込むこと。 

     ａ 目標工賃は、各事業所が取り組むことによってはじめて達成されるもので

あり、管理者、職員、利用者が工賃向上に取り組む意義を十分理解し、価値観

を共有できるよう、管理者の責任において、機会を捉えて事業所内の意識改革

に取り組むこと。 

     ｂ 工賃向上を効果的に進める上で、民間企業の有するノウハウや技術を活用

することが有効であると考えられることから、コンサルタントや企業ＯＢを

積極的に受け入れ、職員等の意識改革、商品開発や市場開拓、作業効率の向上

につながる職場環境の改善、民間企業の経営感覚を身につける等の取組を着

実に進めること。 

     ｃ 同じ地域の事業所が共同して共同受注の仕組みを構築すること等、地域の

事業者ネットワークによる事業も実施することも可能であること。 

     ｄ 企業等から請け負った作業を当該企業内等で行う支援（以下「施設外就労」

という。）は、就労能力や工賃・賃金の向上及び一般就労への移行に効果的で

あることから、地域の人手不足感のある企業等の施設外就労先を確保するこ



 

とにより、工賃向上及び一般就労への移行に努めるなど、引き続き施設外就労

の実施を検討すること。 

     ｅ 在宅でのサービス利用を希望する者であって在宅でのサービス利用による

支援効果が認められると市町村が判断した利用者（以下「在宅利用者」という。）

に対して一定の要件を満たした上で、支援を提供した場合に基本報酬の算定

が可能であることから、障害者の工賃向上や多様な働き方を支援していくた

め、在宅利用者に対する支援も検討すること。 

     ｆ 工賃の向上に当たっては、地域の実情を把握している共同受注窓口との連

携や産業界等の協力を得ながら進めることが重要であるため、地域の企業や

商工会議所、商店街、農業事業者、伝統産業、労働関係者等との連携を検討す

ること。また、個別の企業への働きかけについても具体的に目標を掲げて取り

組むことも検討すること。 

ｇ 都道府県等が実施する研修会へ参加すること。 

 ｈ 市町村と連携し、市町村の取組及び地域課題を把握したうえで、その解決

に向けた事業に取り組むことも検討すること。 

 

（４） 「事業所工賃向上計画」の報告 

事業所が作成した「事業所工賃向上計画」については、令和６年５月末日までに各

都道府県あて提出すること。 

また、「事業所工賃向上計画」及び工賃実績については、可能な限り障害福祉サー

ビス等情報検索ウェブサイト（以下「ＷＡＭネット」という。）や事業所のホームペ

ージ等と通じて公表すること。 

 

（５） 「事業所工賃向上計画」については、各年度において前年度の実績を踏まえ、達成

状況を点検・評価し、その結果に基づいて、「事業所工賃向上計画」の見直し等所要

の対策を実施することが必要であること。 

なお、「事業所工賃向上計画」の見直しがあった場合、各年度５月末日までに各都

道府県あて提出願いたい。 

 

（６） 目標工賃達成加算について 

令和６年４月から、目標工賃達成指導員を配置すること等により目標工賃達成指

導員配置加算の対象となる就労継続支援Ｂ型事業所が、各都道府県において作成さ

れる都道府県工賃向上計画に基づき、自らも事業所工賃向上計画を作成するととも

に、当該事業所工賃向上計画に掲げた工賃目標を達成した場合に、１日につき 10 単

位を目標工賃達成加算として算定することとされたことから、当該加算の算定につ

いて検討されたい。 

この場合の工賃目標は、前年度における当該事業所の平均工賃月額に、前々年度の

全国平均工賃月額と前々々年度の全国平均工賃月額との差額を加えて得た額以上で



 

なければならない。ただし、上記により算定した額が、前年度における当該事業所の

平均工賃月額を下回る場合には、当該前年度における当該事業所の平均工賃月額以

上でなければならない。 

 

４ 都道府県から市町村への協力依頼 

地域で障害者を支える仕組みを構築するとともに、障害者が地域を支える側として活

躍することも目指し、協議会等を活用し、農業や観光業、高齢者の日常生活支援などの障

害福祉分野以外の行政分野との連携により障害者の就労機会を創出するなど、工賃向上

への事業所の取組を積極的に支援していただくよう市町村に対し協力を依頼する。 

（１）市町村として支援する内容を検討するよう依頼する。 

（２）市町村の取組内容について、都道府県へ報告を求める。 

（３）市町村において、障害者優先調達推進法に基づく調達方針を策定、公表し、当該方

針に基づいた物品等の調達が行われるよう周知する。 

（４）以下に示すような取組を市町村に働きかける。 

    【企業向け】 

・ 市町村の広報紙等に事業所への発注を促進する記事を掲載する。 

・ 地域の企業や商工会議所、商店街、農業団体等へ事業所への発注及び販売等の協力

依頼文書を発出する。 

    【官公需向け】 

  ・ 共同受注窓口と連携し、受注の促進を図る。 

・ 市町村の事業所への発注について、各種計画に目標を定める。 

・ 事業所への発注について、庁内へ周知文書を発出し、官公需の促進を図る。 

・ 幹部会議、契約担当者会議を開催し、官公需への取組の周知徹底を図る。 

   【その他】 

・ 庁舎等を活用した授産製品販売スペースの提供。 


